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第５章 実現化方策 

 ～「実践」「協働」「展開」によりまちづくりを進めます～ 

第１節 実現化方策の構成 

「全体構想」及び「地域別構想」の実現に向けて、都市計画及び関係分野・関係機関との連携

による具体的な取組、協働による推進体制及び計画の進行管理・見直しによる運用の仕組みにつ

いて定めています。 
 
 
 

2 計画の実現に向けた仕組みづくり

（１） 市民・事業者・行政の『協働』によるまちづくり
～まちづくりの主体の「協働」～

全体構想
将来都市像
将来都市構造
上越市におけるまちづくりの基本方針
まちづくりの分野別方針

地域別構想

地域が担う役割
地域づくりの方針

（２） 計画の進行管理と見直し
～より良いまちづくりの「展開」～

～「実践」「協働」「展開」によりまちづくりを進めます～

1 計画の実現に向けた取組
～着実なまちづくりの「実践」～

（１） 基本的な考え方
１）都市計画マスタープランの活用

２）都市計画の決定・変更
３）関係者との調整・連携

（２） 具体的な取組
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第５章 実現化方策 
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３）関係者との調整・連携

（２） 具体的な取組

 
 

 

第２節 実現化方策 

１ 計画の実現に向けた取組 

（1） 基本的な考え方 

～着実なまちづくりの「実践」～ 

将来都市像の実現に向けて、本都市計画マスタープランを活用し、着実にまちづくりを実

践していきます。  

 

●土地利用や建築物などの規制・誘導などにかかわる事項の決定・変更にあたっては、本

都市計画マスタープランの方針に沿って進めます。

●各部門別計画づくりや具体のまちづくり施策の実施について、本都市計画マスタープラン

の方針に沿って進めます。 

●土地利用、道路、公園、公共交通、防災、環境、観光など、分野横断的なまちづくりにお

いては、本都市計画マスタープランの方針との整合を図り、関係者と調整・連携しながら

進めます。  
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（2） 具体的な取組 

～着実なまちづくりの「実践」～ 

●将来都市像の実現に向けて、都市計画マスタープランを活用し、着実にまちづくりを実践

していきます。  

●本都市計画マスタープランでは、人口減少・少子高齢化などの社会経済情勢の変化に

対応するため、都市計画が主体となる取組に加え、農業・観光など他分野が主体となり

都市計画が支援しながら進める取組も含めて方針を定めています。 

●都市計画以外の分野が主体となる取組について、必要に応じて働きかけをし、庁内で連

携しながら効果的・効率的にまちづくりを進めます。 
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●地域地区、地区計画*等の見直しなど、土地利用や建築物などの適正な規制・誘導

などに係る事項の決定または変更にあたっては、本都市計画マスタープランの方針に

沿って進めます。  

●新たに生活環境の維持などに取り組む必要がある地域については、地区計画*等の土

地利用規制・誘導の取組を検討します。 

●社会経済情勢の変化や地域の実情を踏まえ、周辺環境に配慮しながら見直しを行い

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 都市計画提案制度に基づき用途地域*の変更を行いました。  

・変更内容：「第 1種中高層住居専用地域」 → 「第 1種住居地域」 
 

 提案された計画に対し、上越市都市計画提案制度実施要綱に基づき都市計画の決定又は変更をする必要
があるかどうか総合的に評価・判断します。 

 要綱に定める市の判断基準は次の通りです。 
 都市計画法第 13条その他の法令の規定に基づく都市計画に関する基準に適合するものであること 
 市のまちづくりに関する方針に適合するものであること 
 周辺環境への影響に配慮されていること 
 提案された都市計画に関係する土地所有者等及び周辺住民への説明が十分行われており、理解が
得られていること 

上越市の地域地区 

地域地区とは、将来の市街化を計画的に発展させ、秩序ある市街地の形成を図るため、土地・建物の用
途及びその構造等を規制・誘導するものです。  
上越市では、用途地域*（11 種類）のほか特別用途地区*（大規模集客施設制限地区）、高度利用地

区*、準防火地域*、臨港地区*を定めています。  

用途地域*とは、将来の市街地を計画的に発展させ、秩序ある市街地の形成を図るため、建物の用途及
び形態などを規制、誘導する制度で、12種類の地域が定められています。  
上越市では、現在、第 2種低層住居専用地域を除いた 11種類の地域を定めています。  

表 上越市の用途地域 

用途地域の変更を行いました 

土地利用の規制・誘導 市街地の取組１ 

（用途地域の見直し、地区計画等の見直し） 

平成 27年 4月時点 

建ぺい率 容積率 高さ制限
（％） （％） （ｍ）

用　途　名
面　　積　（ha）

上越都市計画区域 柿崎都市計画区域

第１種低層住居専用地域

第１種中高層住居専用地域
第２種中高層住居専用地域

第１種住居地域
第２種住居地域
準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域
工業地域

工業専用地域
合計

上越市の用途地域 
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無秩序な開発の抑制 

上越市の地区計画等（地区計画、集落地区計画） 

 
地区計画*とは、地区の課題や特性に応じて、建築物の用途、形態の制限や、道路・公園などの公共施

設の配置、規模について、ルールを定めるもので、住民に身近な地区レベルで住民の意向を反映させてい
ます。（都市計画法第 12 条の 5） 
上越市では、都市計画法に基づく地区計画*のほか、営農条件と調和のとれた良好な居住環境の計画的

な整備と、適正な土地利用を図るための集落地区計画（集落地域整備法第 5条）を定めています。  

地区計画のイメージ 地区計画等を活用した 
地域づくりの例 

（直江津周辺地域） 

 
 社会経済情勢や生活環境の変化、住宅開発に求める要件にも変化が生じていることを背景に、市
街地の土地利用の促進を図るため、平成26年に大貫・寺町地区計画の地区計画*の変更を行いま
した。  

 
 地区計画*の目標・方針との整合を図りながら、今後必要に応じて見直しを行います。 

地区計画の変更を行いました 

（都市計画区域の検討） 

この街区は戸建住宅

はダメ。

道路や公園の予定地に建物を

建てるのは控えてください。

ここは商店街。

１階部分はお店にしましょう。

ミニ開発はダメですよ。

道路の位置も違います。

建物の塀は

生垣にしよう。

ここは高い建物はダメ。

ここは住宅地です。工場はダメ。

よく話し合って道路の位置と

規模を決めましょう。

大切なくぬぎの林を残しましょう。

建物の高さを決めよう。

この地区施設（道路）は歩道を設置してください。

建物は道路からセットバックしましょう。

●主要地方道新井柿崎線、一般国道 253 号沿いは一定の生活機能が集積し、

合併後の上越市東部における地域拠点と位置づけられる区域が連担するところ

であり、これまでの土地利用動向などを踏まえると、市内の東部に位置する平野

部は法規制が弱く、今後も一定規模の都市的土地利用が図られることが予想さ

れます。  

●土地利用の適正な誘導と良好な農地などを保全する観点から、人口減少や少

子高齢化など、現状及び将来の社会経済情勢の変化を踏まえた上越市のまち

づくりを十分検討した上で、都市計画区域*の指定について慎重に検討します。 

上越市の都市計画区域のあり方に関する提言（平成 25 年 5 月）より 

田園地域の取組 1 
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上越市都市計画マスタープラン
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

無秩序な開発の抑制 

上越市の地区計画等（地区計画、集落地区計画） 

地区計画*とは、地区の課題や特性に応じて、建築物の用途、形態の制限や、道路・公園などの公共施
設の配置、規模について、ルールを定めるもので、住民に身近な地区レベルで住民の意向を反映させてい
ます。（都市計画法第 12 条の 5） 

上越市では、都市計画法に基づく地区計画*のほか、営農条件と調和のとれた良好な居住環境の計画的
な整備と、適正な土地利用を図るための集落地区計画（集落地域整備法第 5 条）を定めています。  

地区計画のイメージ 地区計画等を活用した
地域づくりの例 

（直江津周辺地域） 

 
 社会経済情勢や生活環境の変化、住宅開発に求める要件にも変化が生じていることを背景に、市

街地の土地利用の促進を図るため、平成 26 年に大貫・寺町地区計画の地区計画*の変更を行いま
した。  

 
 地区計画*の目標・方針との整合を図りながら、今後必要に応じて見直しを行います。 

地区計画の変更を行いました 

（都市計画区域の検討）

この街区は戸建住宅

はダメ。

道路や公園の予定地に建物を

建てるのは控えてください。

ここは商店街。

１階部分はお店にしましょう。

ミニ開発はダメですよ。

道路の位置も違います。

建物の塀は

生垣にしよう。

ここは高い建物はダメ。

ここは住宅地です。工場はダメ。

よく話し合って道路の位置と

規模を決めましょう。

大切なくぬぎの林を残しましょう。

建物の高さを決めよう。

この地区施設（道路）は歩道を設置してください。

建物は道路からセットバックしましょう。

● 主要地方道新井柿崎線、一般国道 253 号沿いは一定の生活機能が集積し、

合併後の上越市東部における地域拠点と位置づけられる区域が連担するところ

であり、これまでの土地利用動向などを踏まえると、市内の東部に位置する平野

部は法規制が弱く、今後も一定規模の都市的土地利用が図られることが予想さ

れます。  

● 土地利用の適正な誘導と良好な農地などを保全する観点から、人口減少や少

子高齢化など、現状及び将来の社会経済情勢の変化を踏まえた上越市のまち

づくりを十分検討した上で、都市計画区域*の指定について慎重に検討します。 

上越市の都市計画区域のあり方に関する提言（平成 25 年 5 月）より

田園地域の取組 1 
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●農振法や農地法による土地利用規制に基づき、引き続き優良な農地を保全します。

必要に応じて、関係分野と連携を図りながら、都市計画の面からも支援を検討しま

す。

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
保全すべき大規模な優良農地 
（頸城(東部)・吉川・三和地域） 

保全すべき中山間地域の優良農地 
（牧・板倉・清里地域） 

 

農業振興地域、農用地区域のイメージ 

農地法・農振法に基づく農地の保全 

 
優良農地の確保のため、「農地法」による農地転用許可制度とあわせ、「農業振興地域の整備に関する

法律（以下、農振法）」に基づく農業振興地域制度が設けられています。 

農業振興地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振興を図る必要がある地域とし
て、農振法に基づき都道府県が指定しています。  
上越市では、農業振興地域を対象とした上越農業振興地域整備計画*を策定し、農用地利用計画や農

業生産基盤の整備・開発計画、保全計画など土地利用や基盤整備について定めており、計画に基づき農
地の保全、基盤整備などに取り組んでいます。 

 
なお、農業振興地域整備計画*とは、優良な農地を保全するとともに、農業振興のための各種施策を計

画的に実施するため市町村が定める総合的な農業振興の計画です。農業振興地域整備計画*の中で定め
ている農用地利用計画は、今後 10 年以上にわたり農業上の利用を確保すべき土地及び農用地区域内の
農業上の用途を指定しています。 

 

農地の保全 田園地域の取組 2 
 

農地・森林の保全 中山間地域の取組 1 

森林

市街化区域

農村集落

農業振興地域

市街化調整区域

農用地区域（農振青地）

農村集落

その他農地(農振白地)

 
 

 

 
 

 

● 農振法や農地法による土地利用規制に基づき、引き続き優良な農地を保全します。

必要に応じて、関係分野と連携を図りながら、都市計画の面からも支援を検討しま

す。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
保全すべき大規模な優良農地 
（頸城(東部)・吉川・三和地域） 

保全すべき中山間地域の優良農地 
（牧・板倉・清里地域） 

 

農業振興地域、農用地区域のイメージ 

農地法・農振法に基づく農地の保全

優良農地の確保のため、「農地法」による農地転用許可制度とあわせ、「農業振興地域の整備に関する
法律（以下、農振法）」に基づく農業振興地域制度が設けられています。 

農業振興地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振興を図る必要がある地域とし
て、農振法に基づき都道府県が指定しています。  

上越市では、農業振興地域を対象とした上越農業振興地域整備計画*を策定し、農用地利用計画や農
業生産基盤の整備・開発計画、保全計画など土地利用や基盤整備について定めており、計画に基づき農
地の保全、基盤整備などに取り組んでいます。 

 
なお、農業振興地域整備計画*とは、優良な農地を保全するとともに、農業振興のための各種施策を計

画的に実施するため市町村が定める総合的な農業振興の計画です。農業振興地域整備計画*の中で定め
ている農用地利用計画は、今後 10 年以上にわたり農業上の利用を確保すべき土地及び農用地区域内の
農業上の用途を指定しています。 

農地の保全 田園地域の取組 2 

農地・森林の保全 中山間地域の取組 1 

森林

市街化区域

農村集落

農業振興地域

市街化調整区域

農用地区域（農振青地）

農村集落

その他農地(農振白地)
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